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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については 

  記載しておりません。 

２．証券取引法第193条の２の規定に基づき、第13期から第16期の財務諸表については監査法人トーマツの監査

を受けており、第17期の財務諸表については中央青山監査法人の監査を受けております。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

５．第16期は平成16年11月19日付で、１株を３株とする株式分割を行っており、１株当たり当期純利益は当該株

式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

６．第13期から第15期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

７．第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

８．第13期から第14期までの株価収益率については、当社株式が非上場、非登録であったため記載しておりませ

ん。 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高          （千円） 5,911,094 6,784,027 7,658,699 8,647,590 9,712,508 

経常利益         （千円） 171,166 112,206 334,740 342,607 394,156 

当期純利益        （千円） 76,275 56,858 182,866 162,305 216,767 

持分法を適用した場合の 

 投資利益         （千円）
－ － － － － 

資本金          （千円） 400,000 400,000 551,500 551,500 551,500 

発行済株式総数       （株） 8,000 8,000 9,150 27,450 27,450 

純資産額         （千円） 640,604 697,463 1,230,079 1,392,385 1,579,447 

総資産額         （千円） 1,623,806 1,755,527 2,429,186 2,531,664 2,829,481 

１株当たり純資産額     （円） 80,075.52 87,182.88 134,434.89 50,542.26 57,356.93 

１株当たり配当額(うち１株当た 

り中間配当額)        （円）

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

900.00 

(－) 

1,200.00 

(－) 

１株当たり当期純利益金額 （円） 9,534.43 7,107.36 22,415.56 5,730.63 7,714.67 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額       （円）
－ － － － 7,714.11 

自己資本比率        （％） 39.5 39.7 50.6 55.0 55.8 

自己資本利益率       （％） 12.7 8.4 19.0 12.4 14.6 

株価収益率         （倍） － － 66.92 42.58 30.2 

配当性向          （％） － － － 15.7 15.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー   （千円）
129,947 317,103 237,413 143,258 358,903 

投資活動による 

キャッシュ・フロー   （千円）
△328,297 △25,110 △82,264 △6,306 △116,483 

財務活動による 

キャッシュ・フロー   （千円）
321,403 △226,934 269,827 △85,546 △88,656 

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 348,882 413,885 838,851 890,256 1,044,020 

従業員数 

(外、平均契約社員数)   （人）

62 

(34) 

69 

(35) 

75 

(31) 

86 

(40) 

102 

(50) 



２【沿革】 

会社設立の経緯及びその後の事業内容の変遷 

 当社は、平成２年３月26日、米国の人材派遣会社キャリアブレイザーズ社が日本に進出する際に株式会社キャリ

アブレイザーズジャパンとして設立されました。同社の日本撤退にともない平成４年６月に「株式会社ペンタゴ

ン」に商号変更、その後平成５年７月に旧株式会社パソナ（注）が資本参加し、主にイベント要員の派遣やパート

派遣などの業務（ヒューマンスキル事業）を行っておりました。 

 旧株式会社パソナよりWindowsレスキュー事業部及びMacレスキュー事業部の事業を引き継ぐ事を目的に、商号を

平成10年３月「株式会社パソナテック」に変更、同年８月15日付で営業譲渡を受け、ＩＴエンジニアに焦点を絞っ

た人材派遣会社として再出発し現在に至っております。 

 従いまして、以下沿革に関しまして、営業譲受以前については当社前身である株式会社キャリアブレイザーズジ

ャパン及び株式会社ペンタゴンの両組織の沿革に加え、旧株式会社パソナWindowsレスキュー事業部及びMacレスキ

ュー事業部に関する事業（文頭に※）について記載しております。 



 （注） 株式会社パソナにつきましては、平成５年６月に株式会社テンポラリーセンターより株式会社パソナに商号変

更いたしましたが、同社は平成12年６月１日に人材派遣業務を関連会社であった株式会社パソナサンライズに

営業譲渡し、商号を株式会社南部エンタープライズに変更いたしました。同時に株式会社パソナサンライズ

は、株式会社パソナに商号変更しております。よって、商号については現在の株式会社南部エンタープライズ

に商号を変更する前の会社を「旧株式会社パソナ」と表記し、株式会社パソナサンライズから商号変更した会

社を「株式会社パソナ」と表記いたしております。 

  沿革 

平成２年３月  米国の人材派遣会社キャリアブレイザーズ社が日本進出のため、東京都世田谷区に資本金

7,000万円で株式会社キャリアブレイザーズジャパン設立 

平成２年５月  東京都中央区に本社を移転 

平成４年６月  株式会社ペンタゴンに商号変更し、軽作業の業務請負を開始  

本社を東京都千代田区に移転 

平成５年７月  旧株式会社パソナが資本参加、イベント要員の派遣やパート派遣業務を開始 

平成６年１月  本社を東京都渋谷区広尾に移転 

平成６年５月 ※ Windowsレスキュー事業部設立 

平成７年８月 ※ 大阪本社内にWindowsレスキュー事業部設立 

平成８年５月 ※ 東京及び大阪にMacレスキュー事業部設立 

平成10年３月  ＩＴ分野に専門特化した派遣会社を目指し、株式会社パソナテックに商号変更 

平成10年８月  一般労働者派遣事業の許可取得 

旧株式会社パソナよりWindowsレスキュー事業部、Macレスキュー事業部の事業を譲受ける 

旧株式会社パソナ大阪本社のWindowsレスキュー、Macレスキュー事業部を引継ぐ形で大阪府大

阪市北区に大阪支店開設 

平成11年３月  ヒューマンスキル事業部（軽作業請負）を業務終了 

平成11年11月  本社を東京都渋谷区初台に移転 

平成12年１月  人材紹介事業の許可取得 

平成13年１月  神奈川県横浜市中区に横浜支店開設 

平成14年７月  中国上海市に上海駐在員事務所開設 

平成14年12月  東京都中央区に銀座オフィス開設（平成16年４月銀座支店に名称変更） 

平成15年６月  愛知県名古屋市中区に名古屋支店開設 

平成15年９月  上海駐在員事務所閉鎖 

平成16年３月  日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成16年４月  本社を東京都渋谷区道玄坂に移転 

平成16年12月  日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年２月  東京都港区に品川支店開設 

平成17年４月  北海道札幌市中央区に札幌支店開設 

平成18年２月  中国大連市にパソナテックコンサルティング（大連）有限公司を子会社として設立 



３【事業の内容】 

 当社は、情報技術・インターネットに関連するＩＴエンジニアに特化した人材派遣・請負事業及び人材紹介事業を

業務とし、首都圏を中心に、関西地区、中部地区、北海道地区の４地区において事業を展開しております。ディベロ

ッパー・ネットワークエンジニア・サポートエンジニア・クリエーター・トレーナーという企業運営上不可欠なＩＴ

インフラ全般に対してエンジニアを派遣しており、企業のＩＴ上の課題に対してソリューションを提供することが可

能です。 

 当社グループは、当社、子会社１社及び親会社で構成されており、当社はＩＴエンンジニアに特化した総合人材サ

ービス企業として、独自に人材派遣・請負事業、人材紹介事業を行っております。 

 また、当期において当社が100％出資し中国・大連市に設立（平成18年２月）いたしましたパソナテックコンサル

ティング（大連）有限公司（事業開始：同年４月１日）は、中国国内で日系・欧米企業に対しコンサルティング及び

研修事業を行ってまいります。 

（事業系統図） 

(1）人材派遣・請負事業 

 当社の主な事業は人材派遣・請負事業であり、売上高に占める比率は第17期（自平成17年４月１日 至平成18年

３月31日）においては98.5％、また第14期（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日）から第16期（自平成16年

４月１日 至平成17年３月31日）の３事業年度においてはいずれも99.0％でした。 

 人材派遣事業は、昭和61年施行の「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関

する法律」（以下、「労働者派遣法」という。）に基づき、厚生労働大臣より「一般労働者派遣事業」の許可を受

けて行っております。 

 人材派遣業務の特徴は、派遣労働者の雇用者（当社）と使用者（派遣先企業）とが分離していることです。当社

が労働者を派遣する際、労働者をあらかじめ当社に登録し、その既登録者の中から派遣先企業の希望する条件に合

致する労働者を選択・決定して、期間を定めて当社との間に雇用契約を締結した上で、派遣先企業へ派遣しており



ます。なお、派遣労働者は、派遣先企業において、派遣先企業の指揮命令を受けて労働に従事することになりま

す。当社、派遣先企業、派遣労働者の関係を図示すると、次のようになります。 

（人材派遣契約の場合） 

 請負業務は、当社が企業から業務を委託され、労働者の業務遂行の指示その他の管理を当社が行い、仕事を完成

させるものです。当社は請負労働者との間で期間を定めた雇用契約または業務請負契約を結びます。労働者への指

揮命令を当社が行う点が派遣契約と異なります。主な例としましてはコールセンター等でのテクニカルサポート業

務（顧客が提供する製商品・サービス等に対するユーザーからの電話・ファクシミリ・電子メール等による各種技

術的な問い合わせ・申込・クレーム等に対応する業務）の一括受託、企業システム・ネットワークの運営管理、開

発業務などです。当社、取引先企業、請負労働者の関係を図示すると、次のようになります。 

（業務請負契約の場合） 

 当社の人材派遣・請負事業における職種別内容は以下のとおりです。 

① ディベロッパー 

 主にシステムコンサルタント・企業向けシステム開発・アプリケーション開発を行うシステムエンジニア及び

プログラマー等です。平成18年３月期の売上高は全売上高の33.5％を占めております。 

② ネットワークエンジニア 

 主にネットワークセキュリティを含む企業内ネットワークシステムの設計・構築・運用やヘルプデスク業務等

を行うエンジニアです。平成18年３月期の売上高は全売上高の30.8％を占めております。 

③ サポートエンジニア 

 主にコールセンター等でテクニカルサポート業務等を行うエンジニアです。平成18年３月期の売上高は全売上

高の19.7％を占めております。 

④ クリエーター 

 主にＷｅｂの企画・制作を行うＷｅｂディレクター・Ｗｅｂデザイナー等Ｗｅｂ関連エンジニア、ＤＴＰ

(Desk Top Printing)/マルチメディアに関連する業務等を行うエンジニアです。平成18年３月期の売上高は全売

上高の10.9％を占めております。 

⑤ その他（トレーナー等） 

 主にＩＴ関連の研修・教育を行うトレーナー・インストラクター・デモンストレーター及びエンジニアリング

系エンジニアです。３次元ＣＡＤエンジニアの増加等により、平成18年３月期の売上高は全売上高の3.6％を占

めるに至りました。 



(2）人材紹介事業 

 当事業は、昭和22年施行の「職業安定法」に基づき、厚生労働大臣の許可を受けてＩＴエンジニアの有料職業紹

介事業を行うものです。 

 当社の場合、人材派遣事業での登録エンジニア及び顧客を基盤とした紹介予定派遣（TTP:Temp to Perm）を主体

に人材紹介事業を行っております。紹介予定派遣は、企業・派遣エンジニア双方が一定の派遣期間を経て、両者合

意の上で正式な雇用契約を行うもので、雇用契約前に相手の状況を確認できるため、双方の希望に応じた採用・就

職を実現することが可能となります。人材紹介事業が売上高に占める割合は平成18年３月期において1.5％です。 

(3）派遣登録者の確保・維持について 

 人材派遣事業では登録派遣労働者の確保・維持が非常に重要です。募集登録だけでなく、派遣中のエンジニアの

フォロー・未就業登録エンジニアとの定期的なコンタクトを行うことで、就業可能な登録エンジニアを最大限維

持・把握することが重要となります。 

(a）募集 

 当社は、派遣エンジニアの募集を、主に以下の方法で行っておりますが、派遣対象がＩＴエンジニアであるこ

とからＷｅｂマーケティングの手法を活用しております。 

① 当社ホームページサイト内のＩＴエンジニアキャリアアップ情報サイト 

② ＩＴエンジニア向けＷｅｂサイトとの募集提携 

③ ＩＴ技術関連の雑誌・求人誌などの各種媒体の利用 

④ 派遣先企業との提携によるセミナーの実施 

⑤ 最新のＩＴ技術や業界の教育・情報セミナー開催 

（注）キャリアアップ情報サイトを通じ、派遣による就業希望者及び潜在・顕在転職希望者に対し、「仕事情報

（キャリアアップ）」「研修・教育情報（スキルアップ）」「最新業界・技術情報」などを提供し、募

集・登録に繋げております。またこのサイトには、エンジニアの希望に応じカスタマイズされた仕事情報

を毎日配信するメールマガジン機能も搭載されております。特に「研修・教育情報」に関しては別途Ｗｅ

ｂサイト「スキルアーキテクト」を設け、パソナテック登録エンジニアに限定したスキルアップ支援サー

ビスを提供しております。 



(b）登録 

 当社の派遣対象はＩＴエンジニアであり、インターネットに接続できる人材のみを対象にできることから、前

述Ｗｅｂサイトを窓口としたオンライン登録システムを採用しております。 

 オンライン登録したエンジニアが当社の紹介した仕事に応募する場合、当社の特徴として事前予約の上来社登

録を行っております。 

 ＩＴエンジニアの場合、仕事情報とのマッチング率を高めるためには、急速に進歩する技術分野を広範囲かつ

詳細に把握する必要があり、オンライン登録・来社登録の過程でエンジニアの保有スキルの内容・職歴情報の把

握をいかに正確・詳細に行えるかが重要なポイントとなります。また、オンライン登録されたエンジニアのデー

タと仕事情報を単にマッチングさせるのではなく、エンジニアのキャリアカウンセリングを踏まえた上で行うこ

とがエンジニアを理解し、エンジニアとの信頼関係を構築する上で重要であると考えております。このような背

景から、事前予約の上来社登録を行い、①自己申告で入力されたオンライン登録情報・スキルについての確認・

査定②専門カウンセラーによるキャリアカウンセリング③ＥＱ（Emotion Quality＝情動）テストの実施等を行

うことでマッチング率を高めております。 

 また、ＩＴエンジニアのスキルを正確に把握し、適切なキャリアカウンセリングと仕事紹介を目的として、経

済産業省が主導するＩＴＳＳ（ＩＴスキル標準）のフレームワークに準拠し、平成17年８月ＰＴＳＳ（パソナテ

ック・スキルスタンダード）を開発し、運用を始めました。これにより、エンジニアの経験・スキル・知識レベ

ル等を適格に把握し、スキルマッピングすることが可能となっております。 

 登録後、エンジニアはＷｅｂサイトを通じて自身のスキル情報や職歴をオンラインで随時更新することが可能

であり、当社はエンジニアに対し情報更新を促すことで、常にエンジニアの最新情報を確認し、マッチング率を

高めるよう努めております。 

(c）就業中エンジニア及び未就業エンジニアのフォロー 

 当社に登録し派遣就業しているエンジニアについて、当該契約後も継続的に当社で就業をしてもらうために、

営業担当者は、派遣期間中定期的にヒアリングを行い、派遣先における職場環境や就労条件改善に配慮を行い、

契約終了時には次の仕事情報の案内を行います。就業中のエンジニアに契約終了後即座に他の契約に就業しても

らうことで、エンジニアの新規獲得コストを相対的に下げることが可能となるため、募集登録同様に重要な対応

として位置付けております。具体的には契約情報に基づき契約終了の一定期間前から、対象者に対して集中的に

ヒアリングを行うことで対応の漏れがないように努めております。 

 未就業の登録エンジニアとのコンタクト状況は、当社システムにて一元管理されており、就業していない登録

エンジニアを選別し、募集登録の専任担当者が定期的に状況確認や適宜仕事の案内を実施するなどして、登録エ

ンジニアの就業・登録維持にも努めております。 

 エンジニアのキャリアディベロップメントの観点から、またエンジニアの新規獲得及び登録エンジニアの維持

のために、当社では登録エンジニアに対しキャリアアップに応じた実務に役立つ教育をコンセプトに教育体制を

以下のとおり整備しております。 

① スキルアップ支援Ｗｅｂサイト「スキルアーキテクト」を通じた各種研修の案内、外部研修割引の提供  

② 教育組織認定―マイクロソフト社認定ラーニングソリューションパートナー 

③ 自己開発教育カリキュラム 

④ 資格取得の推奨制度 

⑤ 企業タイアップによる就業プロジェクトの推進 

⑥ 独自の育成プロジェクト 

  例 ： システムマネジメントスペシャリスト特待生、Ｊａｖａディベロッパ特待生 

⑦ 個人情報保護・企業機密保護の教育用にe-ラーニングソフト「こちら株式会社スキルマスター」を自社開発

 当社の登録エンジニアは平成18年３月末現在25,966名です。 



４【関係会社の状況】 

  （注）株式会社パソナは、有価証券報告書提出会社であります。  

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 当社の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注） 従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む。）であり、契約社員等については年間の平均人員を

（ ）内に外数で記載しております。 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、契約社員等については年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。

２．従業員数は、前期末に比較して16名増加しております。これは、主に新卒社員の採用及び新規事業への新規

採用による増員によるものです。 

３．平均年間給与は、賞与及び基準外給与を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合はありません。 

 なお、労使関係は安定しております。 

  平成18年３月31日現在

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の被所有割
合（％） 

関係内容 

親会社      

株式会社パソナ 

（注）  
東京都千代田区 8,318 

人材派遣・請負、

人材紹介事業 
60.87 

役員の兼任２名 

労働者派遣契約 

業務委託契約先 

  平成18年３月31日現在

事業部門別 従業員数 （人） 

人材派遣・請負事業 80 (41) 

人材紹介事業 6 (1) 

管理部門 16 (8) 

合計 102 (50) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

102 （ 50 ） 31才３ヶ月 ２年８ヶ月 5,159,596 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

 記載金額には消費税等は含まれておりません。 

(1）業績 

 当期のわが国経済は、年央には情報化関連分野の在庫調整が一巡するなど改善の動きが見られ、景気は踊り場的状

況を脱却しその後も緩やかな回復を続けています。雇用情勢につきましても、完全失業率が高水準ながらも低下傾向

で推移し、賃金も緩やかに改善するなど、厳しさが残るものの改善に広がりが見られます。 

 このような中、企業の旺盛なＩＴエンジニア需要に支えられ、売上高は今期も二桁成長を達成し、過去最高の

9,712,508千円（前期比12.3％増）となりました。 

（人材派遣・請負事業） 

 売上高は，9,569,959千円（前期比11.8％増）となりました。 

 下期において、一部プロジェクトの調整等で成長率に鈍化が見られましたが、職種別ではコア職種であるディベロ

ッパー部門が3,252,574千円（前期比15.3％増）、ネットワークエンジニア部門が2,994,337千円（前期比14.4％増）

と両部門とも通期で着実な拡大を続けております。また、クリエーター部門は1,056,030千円（前期比24.7％増）、

その他（トレーナー等）部門は355,606千円（前期比28.1％増）とエンジニアリング関連が高い成長を遂げたこと

で、全体の成長率を押し上げました。サポートエンジニア部門1,911,411千円（前期比4.4％減）につきましては、採

算による案件選別を進めておりましたが、第４四半期にはほぼ前年同水準での推移となっております。 

 （人材紹介事業） 

 人材紹介事業につきましては、前期下期来の企業の採用意欲の回復に対し営業体制を強化し、紹介予定派遣の商品

としての認知も進んだ結果、142,548千円（前期比63.8％増）となりました。 

ＩＴエンジニアの確保につきましては、新規登録が引き続き厳しい環境の中、従来にもまして、新規登録者の就業率

向上、既存登録者の活用、稼働中エンジニアの継続雇用に勤めております。これら基本的オペレーションの強化に加

え、引き続き国内外のチャネル拡大、人材育成強化を進めております。昨年の札幌支店開設に続き福岡支店の開設

（事業開始:平成18年４月１日）で地方人材の活用を進めるほか、中国人エンジニアの来日派遣ビジネスをさらに強

化する目的で、平成18年２月に当社が100％出資する現地法人であるパソナテックコンサルティング（大連）有限公

司（事業開始:同年４月１日）を中国・大連市に設立しました。 

 販売費及び一般管理費につきましては、迅速かつ柔軟な対応をしつつも管理を徹底しました。 

 その結果利益面では、営業利益395,414千円（前期比14.8％増）、経常利益394,156千円（前期比15.0％増）、当期

純利益は216,767千円（前期比33.6％増）となりました。（注：前期は本店移転費用54,792千円等の特別損失を計上

しております。） 

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、主に税引前当期純利益が増加したことによ

り、前事業年度末に比べ153,763千円（17.3％）増加し、当事業年度末には1,044,020千円となりました。 

 また、当期中における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は前事業年度に比べ215,644千円（150.5％）増加し、358,903千円となりました。 

 これは主に、税引前当期純利益390,578千円であり、法人税等の支払が112,915千円であったこと、売上債権の増加

が89,001千円あったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は前事業年度に比べ110,176千円増加し、116,483千円となりました。 

 これは、主に投資有価証券の取得48,500千円及び支店の新設及び移転などに伴う事務所設備造作投資34,062千円が

あったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は前事業年度に比べ3,110千円増加し、88,656千円となりました。 

 これは、主に当事業年度はファイナンス・リース債務の返済額が減少したものの、配当金の支払が24,495千円あっ

たことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績及び受注実績 

 当社は、人材派遣・請負、人材紹介などのサービス提供を業務としておりますので、該当事項はありません。 

(2）販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先が存在しないため、主な相手先別の販売実績

等の記載は省略しております。 

事業の種類別 
当事業年度 

（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

構成比（％） 
前期比 

増減率（％） 

人材派遣・請負事業       

ディベロッパー     （千円） 3,252,574 33.5 15.3 

ネットワークエンジニア （千円） 2,994,337 30.8 14.4 

サポートエンジニア   （千円） 1,911,411 19.7 △4.4 

クリエーター      （千円） 1,056,030 10.9 24.7 

その他（トレーナー等） （千円） 355,606 3.6 28.1 

        計     （千円） 9,569,959 98.5 11.8 

人材紹介事業       （千円） 142,548 1.5 63.8 

       合計     （千円） 9,712,508 100.0 12.3 



３【対処すべき課題】 

  中長期的な成長力の強化を目指すため、当社は以下の項目への取り組みを図っていきます。 

a.  ＩＴエンジニアに対するブランド力の強化  

 ・ＩＴエンジニアに対するブランド力を高め、新規登録エンジニアの増加を図ります。 

 ・就業中のＩＴエンジニアについても就業中のコミュニケーション・カウンセリング力の強化を図り、当社で継

   続的に就業していただけるよう信頼度・満足度を高めます。これらの施策により稼動エンジニア数の増加を目

  指します。 

b. ＩＴエンジニアに対するキャリア創造力の強化  

・様々な雇用形態・職種・就業先に対応し、ＩＴエンジニアの自己実現・キャリアデベロップメントをサポート

  します。  

c. 営業基盤の拡充 

 ・現在の主要取引先であるＩＴ企業との取引深耕をすすめながら、一般事業法人・官公庁等へ取引基盤の拡大を

   目指します。単なる数の拡大ではなく、一緒にエンジニアを育成していけるパートナー企業との取引を強化し

   ます。 

d. ＩＴエンジニアサービスの「ワンストップソリューション」の強化 

① 職種の多様化 

ＩＴエンジニアの「ワンストップソリューション」を充実させるべく、顧客企業のニーズに合わせた職種の

開発・展開を行い、ハイエンドからエントリーレベルまでのＩＴエンジニアフルラインサービスの確立を図

ります。 

② アウトソーシング業務の強化 

スタッフィング派遣を中心としながら、顧客の業務アウトソーシングのニーズに応えるため、ユニット型派

遣等を強化します。 



４【事業等のリスク】 

 以下において、当社の事業展開その他に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載して

います。また、当社としては必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資家の投資判断上、重

要と考えられる事項については投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。 

 当社はこれらのリスクの発生可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針ですが、

本株式に関する投資判断は、以下の事項及び本稿以外の記載事項を慎重に判断した上で行われる必要があると考え

られます。また、以下の記載は本株式への投資に関連するリスクを網羅することを意図したものではないことにご

留意下さい。 

 なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。 

１．当社の事業について 

 当社は、情報技術・インターネットに関連するＩＴエンジニアに特化した人材派遣・請負事業及び人材紹介事業

を業務とし、首都圏を中心に、関西地区、中部地区及び北海道地区の４拠点において事業を展開しております。デ

ィベロッパー・ネットワークエンジニア・サポートエンジニア・クリエーター・トレーナーという企業運営上不可

欠なＩＴインフラ全般に対してエンジニアを派遣しており、企業のＩＴ上の課題に対してソリューションを提供す

ることが可能です。一部、請負形態でＷｅｂ、システム等の開発を行っております。 

 事業の詳細につきましては、「第一部企業情報 第１企業の概況 ３事業の内容」をご参照下さい。 

２．新規事業への進出について 

 当社は、「ＩＴエンジニアのキャリア創造企業」としてキャリアプラットフォームの充実のために、新規事業投

資を行い対象職域・サービス領域の拡大を図っております。今後についてもエンジニアや顧客企業の多様なニーズ

に応じた新規事業投資を積極的に行ってまいります。しかしながら、それらの投資が必ずしも期待した収益を生ま

ない場合には業績に影響を与える可能性があります。 

３． 企業買収について 

 当社は、本業の強化補強・企業価値を高める有効な手段として、積極的にエンジニア人材関連・ＩＴ関連の企業

買収・資本提携・業務提携・営業権譲受等に取り組んでいきたいと考えております。こうした買収等による事業拡

大が見込どおり連結収益に寄与しない場合や、多額の資金需要が発生する可能性の他、営業権・連結調整勘定の償

却等により、業績に影響を与える可能性があります。  

  ４．個人情報の管理について 

 当社は、人材派遣・請負事業などの人材関連事業を行い、派遣登録者や職業紹介希望者の個人情報を有しており

ますが、平成11年12月の労働者派遣法の改正により、当該個人情報の適正な管理が義務づけられております。ま

た、平成15年５月には事業者の自律的な取り組みと、官・民にわたる関係機関の連携を目的として「個人情報の保

護に関する法律」が制定され、平成17年４月に施行されております。 

 当社は上記労働者派遣法への遵守も踏まえた情報管理という観点から、「個人情報に関するコンプライアンス・

プログラムの要求事項ＪＩＳＱ15001及び個人情報保護に関する法令、規範」に基づき、以下の「個人情報保護方

針」及び「コンプライアンス・プログラム」を制定いたします。「個人情報保護方針」を制定・公開し、遵守状況

のモニタリング・改善指導及び定期的な社員教育の実施等を行っております。取引先や派遣登録エンジニアの個人

情報等の営業機密の管理・漏洩防止を定めた「機密保持規程」を制定し、それに加えて社員、契約社員、派遣社員

及び業務委託先等との間では機密保持に関する「合意書」を個別に締結しております。また、派遣登録エンジニア

データをＩＤ・パスワードで管理するとともにインターネットを通じた外部からのアクセスによるデータ流出の防

止策も取っております。 

 また、当社事業がＩＴエンジニアにかかわる人材サービスであり、当社の派遣労働者が顧客企業の「企業機密」

及び「個人情報」に触れることが多いと認識しており、その観点から、派遣労働者に情報セキュリティの意識を高

めてもらうことを目的として情報セキュリティe-ラーニングシステムを独自に開発し、平成17年３月より運用を開

始いたしました。 

 しかしながら、以上の施策にもかかわらず「機密保持規程」「合意書」の遵守違反、個人情報の漏洩や不正使用

などの事態が生じた場合、当社企業イメージの悪化等により、当社の事業運営に重大な影響を与える恐れがありま

す。 



５． 登録者及び派遣労働者の確保について 

 当社事業では、その事業の性質上、登録者及び派遣・請負労働者の確保が非常に重要な課題であり、そのために

ブランド力の強化、登録プロセスの改善、メディア・紹介等の効果的な募集施策の実施、就労条件の改善、研修制

度の充実等のエンジニアの満足度を高めることに継続努力し、エンジニアの確保に努めております。 

 しかしながら、以上の施策にもかかわらず、十分なエンジニアの確保が行えなかった場合、直接・間接的な形で

当社の業績が影響を受ける可能性があります。 

６．法的規制 

（１）人材派遣事業  

 当社の主な事業である人材派遣事業は、一般労働者派遣事業として「労働者派遣法」の適用を受けております。 

ア．事業の届出・許可制   

 人材派遣事業は派遣される労働者の雇用形態により、特定労働者派遣事業（派遣される労働者が派遣会社に常時

雇用されている労働者である派遣事業－届出制）と一般労働者派遣事業（派遣を希望する労働者を登録しておき、

労働者を派遣する際に、その登録されている労働者の中から条件に合致する労働者を雇い入れたうえで派遣する、

いわゆる登録型の派遣事業－許可制）に区分されており、当社は一般労働者派遣事業の許可を厚生労働大臣から受

けております。  

イ．適用対象業務の制限及び自由化について 

 労働者派遣法施行令により人材派遣を行うことのできる業務は、以下の26の業務に限定されておりました。 

ソフトウェア開発、機械設計、放送機器等操作、放送番組演出、事務用機器操作、通訳・翻訳・速記、秘書、ファ

イリング、調査、財務処理、取引文書作成、デモンストレーション、添乗、建築物清掃、建築設備運転・点検・整

備、受付・案内・駐車場管理等、研究開発、事業の実施体制の企画・立案、書籍等の制作・編集、広告デザイン、

インテリアコーディネータ、アナウンサー、ＯＡインストラクション、テレマーケティングの営業、セールスエン

ジニアの営業、放送番組等における大道具・小道具 

 しかし、改正労働者派遣法が平成11年12月に施行され、港湾運送業務、建設業務、警備業務及び政令で定める業

務（医療関係の業務、人事労務管理関係の使用者側の直接当事者となるもの、弁護士、公認会計士、社会保険労務

士等の士業者）を除き派遣対象業務が原則自由化されました。 

 さらに、平成16年３月施行の労働者派遣法改正において主に以下の点について改正されました。 

１）一般派遣の派遣期間が条件付で１年から３年に延長（ソフトウェア開発を含む26業務については同一派遣労働

者について従来３年だったものが制限無しに変更） 

２）「物の製造業務」への労働者派遣の解禁 

３）紹介予定派遣の定義及び当該派遣における派遣労働者の事前特定行為禁止の適用除外 

４）一般労働者派遣及び特定労働者派遣において許可が事業所単位から事業主単位への改正 

 相次ぐ規制緩和で、これまで派遣を行うことのできなかった営業職・販売職・製造業務等への新たな業務の人材

派遣を行うことが可能となり、また、派遣期間についても条件付の延長が認められることになったことから、これ

らは人材派遣市場の拡大要因になると考えているとともに、派遣対象業務の原則自由化により、人材派遣業界への

他業種からの新規参入と競争が促進される可能性もあると考えております。一方で、新たに規制が行われた場合、

現在の業務に影響が出る可能性があります。 

（２）人材紹介事業 

 当社の人材紹介事業は、昭和22年施行の職業安定法の適用を受けており、当社は手数料を徴収して職業紹介事業

を行うことのできる有料職業紹介事業者としての許可を厚生労働大臣から得ております。 

 有料職業紹介事業は、従来国の職業紹介事業を補完するものという位置付けで限定的な職種のみ認められてきた

ものでありましたが、平成９年の労働省令改正により規制緩和が行われ、取扱職種がホワイトカラー分野で大幅に

自由化されたのに続き、労働力需給調整に関する新たな国際労働基準であるＩＬＯ第181号条約の内容を踏まえ、 

平成11年12月に改正職業安定法が施行されました。これにより民間の職業紹介部門が取り扱う職種は原則自由化さ

れ、人材派遣業と人材紹介業の兼務に関する障壁も低くなっております。 

 また、平成12年12月には紹介予定派遣も認可されたのに続き、平成16年３月には紹介予定派遣の位置付けの明確

化と、事前特定行為禁止の適用除外等について労働者派遣法が改正・施行されました。一方で、新たに規制が行わ

れた場合、現在の業務に影響が出る可能性があります。  



７．社会保険 

 人材派遣業界において、社会保険（厚生年金及び健康保険）に加入していない派遣労働者（派遣会社と雇用契約

を締結して派遣先企業へ派遣されている労働者）がいるという問題があります。これは主に、派遣労働者の特殊な

就労形態から派生している問題と考えられます。派遣労働者の雇用形態は短期間かつ断続的であるため社会保険資

格の継続性が不安定かつ不透明であるほか、派遣契約の締結の都度に必要とされる派遣会社と派遣労働者との間の

社会保険資格の取得・喪失手続が煩雑であり、また派遣労働者の中には社会保険料負担による手取給与の減少を嫌

い、加入を強制すると派遣会社との雇用契約の締結を取り止め他社に移籍して加入を免れる場合もあります。 

（１）派遣労働者の社会保険加入状況について 

 当社は社会保険制度の趣旨に鑑み、現行法を遵守すべく派遣労働者の加入促進に努めてまいりました。その結

果、平成13年２月末以降現在まで社会保険加入対象者の100％加入を維持しております。 

（２）社会保険未加入分に関する社会保険料について 

 当社を所管する社会保険事務所より、社会保険未加入分について、過去に加入していた場合に支払うべき社会保

険料を求められた場合、当社負担分と当社に徴収義務のあった当該対象者の本人負担分（会社負担分と同額）とが

併せて追徴される可能性があります。その本人負担分を当該対象者から徴収することは困難であるため、本人負担

分と併せて、当社が負担する可能性があります。 

 同社会保険事務所の調査によって遡及される可能性のある期間は、調査を受けた日より最長で２年間（厚生年金

保険法第92条、健康保険法第193条）であります。 

 当社では上述のように平成13年２月末以降現在まで社会保険加入対象者の加入率は100%を維持しており、既に遡

及の最長期間である２年間を超えております。 

 なお、社会保険支払額は厚生年金保険及び健康保険（介護保険を含む）の合計金額であり、派遣労働者におい

て、２ヶ月以内の期間を定めて雇用契約を締結する場合、ないしは１週間の労働時間及び１ヶ月の労働日数が派遣

先企業における当該業務の基準労働時間及び労働日数のおおむね４分の３未満である場合には、社会保険の適用除

外とされております（厚生年金保険法第12条、健康保険法第３条）。 

（３）社会保険・労働保険等の保険料率の変更について 

 社会保険・雇用保険等の料率・徴収方法は、諸般の条件・環境の変化に応じて適宜改定されておりますが、これ

らの料率変更・徴収方法の変更によって会社負担分が影響を受けるため当社の業績に対して影響を与えます。直近

では、労災保険料率が平成18年４月（賃金総額の1000分の3.36から1000分の3.02へ）、雇用保険料率が平成17年４

月（同1000分の10.5から1000分の11.5へ）、平成15年４月には社会保険の同徴収方法の変更（総額報酬制導入）が

行われており、健康保険料率が平成18年３月（同1000分の29から1000分の26.5へ）、厚生年金保険料率が平成17年

10月（同1000分の69.67から1000分の71.44）とそれぞれ改定が行われております。 

 また平成16年10月に国民年金法等の一部を改正する法律が施行されたことに伴い、厚生年金保険料について平成

16年10月から年1000分の3.54（会社負担1.77）ずつ引き上げられて、平成29年度以降総額1000分の183（会社負担

91.5）となります。 

 今後も、社会経済情勢などの変化によっては、社会保険制度の改正が行われることが考えられ、保険料率変更な

どある場合には、当社の事業に影響を及ぼす可能性があります 

８． 派遣・請負スタッフに関する業務上の災害及び取引上のトラブルにてついて 

 当社で稼働中のエンジニアは、その職務遂行に際して、エンジニアの過誤・意図的な行為による事故、顧客企業

との契約違反、エンジニアの不法行為等により訴訟の提起・賠償請求を受ける可能性があります。また、システム

開発の請負契約の場合等においては、契約条件により、瑕疵担保責任の履行等を求められる可能性があります。こ

れらの訴訟の内容、賠償請求額等によっては、当社の業績に影響を与える可能性があります。  

９． 大規模自然災害及び事故等によるシステム障害について 

 当社の事業は、コンピューターシステム及びそれらを結ぶ通信ネットワークを利用しております。 

 自然災害や事故などによって、通信ネットワークが切断された場合には、新規登録者の獲得・営業活動等が困難

となる可能性があります。 

  コンピューターシステムの安定稼動のために、ハードウェア・ソフトウェアの二重化をはじめとした対策をとっ

ておりますが、アクセス増加などの一時的な過負荷によって当社あるいはプロバイダのサーバーが作動不能に陥っ

たり、ハードウェアまたはソフトウェアの欠陥等により、システムが不安定・停止する可能性があります。 

  コンピューターウィルス、外部からの不正な手段によるコンピューターシステムへの侵入についても、各種セキ



ュリティ対策を行っておりますが、防ぎきれない場合、犯罪あるいは役職員の過誤等によって、当社のホームペー

ジが書換えられたり、正常に作動しない場合、重要なデータを消去または不正に入手される等の可能性もありま

す。 

 また、当社は、インターネットへの接続、データサーバーの管理等通信ネットワークに関連する重要な業務の一

部を外部委託しております。当社または外部委託先に、前述の障害が生じた場合には、当社に直接的損害が発生す

るほか、サーバーの作動不能や欠陥等に起因する通信トラブルについて、当社のシステム自体への信頼性低下を招

く可能性が生じる場合もあります。 

 以上のような場合には、当社の事業に影響を及ぼす可能性があります。   

10．株式会社パソナとの関係について  

 当社の親会社は株式会社パソナであり、平成18年３月31日現在、当社株式を60.87％所有しております。パソナグ

ループの事業は、「人材派遣・請負、人材紹介事業」「再就職支援事業」「アウトソーシング事業」「その他の事

業」などを行っております。同グループは41社の子会社、９社の関連会社に同社を加えた計51社から構成されており

ます。 

(１)グループ内での当社の位置付け 

 当社はパソナグループの一員であり、ＩＴエンジニアの人材派遣・請負事業及び人材紹介事業に特化しておりま

す。ＩＴエンジニアに特化しているのは当社のみであり、エンジニアの募集登録に始まりすべての業務について独自

に事業を展開しております。 

 国内において、パソナグループ内で人材派遣・請負事業を行っている会社は、株式会社パソナ、当社を含め18社あ

り、グループ全体でクラリカル、テクニカル、ＩＴエンジニアリング及びその他の４分野の派遣・請負事業を行って

おります。ＩＴエンジニアリングはネットワーク技術者やＳＥ・プログラマー、製造・設計技術者、ＰＣエキスパー

ト等を含みますが、当社は、首都圏４拠点（本社、銀座支店、品川支店、横浜支店）、大阪支店、名古屋支店及び札

幌支店において、高度な技術知識を必要とする開発系エンジニア・ネットワークエンジニアを中心とした人材派遣・

請負業を行っております。パソナグループ各社とは営業エリア・職種やスキルのレベルにより事業領域が異なってお

ります。 

 各事業における主なグループ会社は、人材派遣・請負、人材紹介事業においては、人材派遣・請負は株式会社パソ

ナ及び当社、人材紹介事業は株式会社パソナキャレント、再就職支援事業においては株式会社パソナキャリアアセッ

ト、アウト－シング事業においては株式会社ベネフィット・ワン、その他事業においては株式会社パソナフォスター

及び株式会社ホーム・コンピューティング・ネットワークとなります。 

 パソナグループの事業内容は、次表のとおりであります。  

事業の種類 事業内容 

人材派遣・請負、人材紹介事業    

  クラリカル（一般事務） 
ＯＡ機器操作や文書ファイリングなど、あらゆる業界のオフィスで必要とされる一

般事務職の派遣  

  テクニカル（専門事務） 
専門事務職(経理、貿易、保険・証券関係、通訳・翻訳、等)の派遣であり、比較的

高度なスキル、資格を要する事務職業務に関する派遣  

  ＩＴエンジニアリング  
ネットワーク技術者やＳＥ・プログラマー、製造・設計技術者、ＰＣエキスパート

など、ＩＴ関連業務に関する派遣  

  
その他の派遣・請負、派遣

付随業務 

営業職や販売職の派遣、パートタイマー型の雇用形態で対応している、マニュアル

化、ルーティン化された業務分野への派遣、シニア層の派遣および派遣付随業務 

  人材紹介事業  
転職希望者を募集・登録し、同時に企業側の求人情報を収集して相互のニーズをマ

ッチングする有料職業紹介事業  

再就職支援事業 

会社都合による企業の退職者又は退職予定者等に対して、次の再就職先が決定する

まで職務経歴書作成、面接対策、求人情報の提供、メンタルケアなどの支援を行う

再就職支援事業  

アウトソーシンング事業  
企業の福利厚生業務（保養所、スポーツクラブ、人間ドック、健康相談、ホームヘ

ルパーの紹介など）、給与計算業務、試験運営業務等のアウトソーシング事業  

その他の事業  パソコン教室運営事業、保育事業、介護関連業務、求人サイト事業など 



（２）株式会社パソナとの取引 

 株式会社パソナとの取引につきましては、「第一部企業情報 第５経理の状況 財務諸表等 関連当事者との取

引」をご参照下さい。 

（３）その他のパソナグループ会社との取引 

 当期におけるその他のパソナグループとの取引については、次のとおりです。 

（４）人的関係について 

 平成18年３月31日現在当社の役員のうち取締役１名、監査役１名は株式会社パソナの役員を兼任しており、株式会

社パソナにおける役職は以下のとおりであります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 当社は外部に委託して制作した人材派遣管理システムの著作権を保有していますが、同人材派遣管理システムの使

用権をエヌ・ティ・ティ・リース株式会社に譲渡する一方、同社とプログラム・プロダクトリース契約を締結するこ

とによって同人材派遣管理システムを利用しております（セールス・アンド・リースバック取引）。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

取引の内容 取引金額（千円） 科目 期末残高（千円） 

エンジニアの派遣  97,190 売掛金  6,503 

請負外注  4,607 買掛金  628 

事務所の賃借  527 その他  913 

社員採用コンサルティング手数料  4,383     

社内事務委託 17,358     

当社における役職 氏 名  株式会社パソナにおける役職 

 取締役（非常勤）  南 部 靖 之  代表取締役グループ代表兼社長 

 監査役（非常勤）  渡 辺   謙  取締役専務執行役員 

相手先 期間 内容 

エヌ・ティ・ティ・リース

株式会社 

平成13年９月３日 

～平成19年２月28日 

プログラム・プロダクトリース契約 

プログラム名  人材派遣管理システム一式 

使用権設定者  当社 

リース期間   60ヶ月 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当事業年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりです。 

 なお、本文中将来に関する事項については有価証券報告書提出日現在において判断したものであり、多分に不確定

な要素を含んでおります。従いまして実際の業績や財産状態等は、業況の変化などにより、本文に記載されている予

想とは異なる場合があります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り  

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この

財務諸表の作成にあたっての会計基準は、「第５ 経理の状況１ 〔財務諸表等〕」の「財務諸表作成のための基本

となる重要な事項」に記載のとおりです。 

(2) 当事業年度の経営成績の分析  

 売上高は、過去最高の9,712,508千円（前期比12.3％増、1,064,917千円増）となりました。事業別では、派遣・請

負事業において9,569,959千円（前期比11.8％増、1,009,392千円増）、人材紹介事業142,548千円（前期比63.8％

増、55,524千円増）といずれも増加しております。  

 売上原価7,452,367千円（前期比12.5％増、830,766千円増）につきましては、一部不採算案件があったこと、また

厚生年金保険料の料率上昇に伴う法定福利費の負担増により原価率が上昇しましたが、人材紹介事業が伸びたことに

より、売上総利益率は前期比微減の23.3％となっております。 

 販売費及び一般管理費1,864,725千円（前期比10.9％増、183,279千円増）につきましては、営業基盤等増強のため

人員採用を行ったこと、また地方の優秀な人材確保のため拠点を新設したことなどにより経費増となっております。

その一方で、その他の経費においては迅速かつ柔軟な対応により管理を徹底したことにより、売上高に対する販売費

及び一般管理費率は前期比微減の19.2％となっております。 

 営業外損益につきましては、リース債務の金利負担額が軽減されたことにより、1,257千円の損失となりました。 

 特別損益につきましては、特別損失として前期は本店移転費用54,792千円を計上し、当期は固定資産除却損3,294

千円計上したことによるものです。 

  その結果利益面では、営業利益395,414千円（前期比14.8％増、50,871千円増）、経常利益394,156千円（前期比

15.0％増、51,549千円増）、当期純利益は216,767千円（前期比33.6％増、54,462千円増）となりました。 

(3)  財政状態の分析 

a.  資本の財源及び資金の流動性の分析 

 当社の所要資金は、営業拠点及びＩＴ関連設備への投資、子会社等への投融資及び経常の運転資金となっており

ます。これら所要資金は自己資金による調達を基本としております。 

 当事業年度におきましては、営業拠点の新設及び移転等で建物・器具及び備品で21,798千円、敷金が16,094千

円、ＩＴ関連で新規社内インフラ等でサーバーなどの調達及び新規ソフトウェア購入で35,185千円の設備支出があ

りました。また、投融資として子会社設立（出資額5,276千円：中国・大連市に100％出資子会社、パソナテック・

コンサルティング（大連）有限公司）をしております。 

 現状、当社では、通常の営業拠点及びＩＴ関連設備への投資に必要な資金は充分に確保されているものと認識し

ております。今後につきましては、人材派遣・請負事業が業績拡大期には先行して運転資金が増大するビジネスで

あること、また事業拡大に伴い拠点開設・基幹システム開発やＪ-ＳＯＸ法対応等ＩＴ関連などの設備投資の増加が

見込まれることなどに鑑み、充分な流動性を確保していくよう検討していく考えです。 

  
第16期 

（平成17年３月期） 

第17期 

（平成18年３月期） 
差異 増減率 

区分  金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） ％ 

 売上高 8,647,590 9,712,508 1,064,917 12.3 

 売上原価 6,621,601 7,452,367 830,766 12.5 

 販売費及び一般管理費 1,681,446 1,864,725 183,279 10.9 

 営業利益 344,542 395,414 50,871 14.8 

 営業外損益 △1,935 △1,257 678 － 

 経常利益 342,607 394,156 51,549 15.0 

 特別損益 △59,408 △3,578 55,830 － 

 税引前当期純利益 283,198 390,578 107,379 37.9 

 当期純利益 162,305 216,767 54,462 33.6 



b.  資産・負債・資本の分析  

  資産の部では前期比297,816千円増加しております。内訳としては現金及び預金の増加（前期比153,763千円増）、

売上高の増加に伴う売掛金増加（前期比89,001千円増）により流動資産が増加（前期比236,569千円増）、固定資産

は有形固定資産が支店の新設及び移転、また社内システム再構築等に伴う資産取得により増加（前期比21,156千円

増）、無形固定資産は大きな新規投資がなかったこともあり減少（前期比45,251千円減）、投資その他の資産では子

会社出資及び有価証券投資により増加（前期比85,341千円増）となっております。 

 負債の部では前期比110,753千円増加しております。内訳としては人材派遣・請負事業の売上高増加に伴い、相対

する原価（派遣労働者等への給与等）の増加により、未払派遣人件費及び付随する社会保険等法定福利費の未払費用

が増加（前期比112,184千円増）、また未払法人税等（前期比77,224千円増）、未払消費税等（前期比37,736千円

増）が増加する一方、請負事業における開発の不採算案件見直しに伴ない買掛金が減少（前期比77,450千円減）、リ

ース債務が減少（前期比31,921千円減）しております。その結果、流動負債が増加（前期比128,287千円増）してお

り、また固定負債は長期リース債務の減少（前期比32,240千円減）等により減少（前期比17,533千円減）となってお

ります。 

 資本の部では当事業年度はファイナンス等を行なっていないため、利益剰余金の増加により、前期比187,062千円

増加し、1,579,447千円となっております。 

c.  キャッシュ・フローの分析 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、主に税引前当期純利益が増加したことによ

り、営業活動によるキャッシュ・フローが215,644千円増加したことで、前事業年度末に比べ153,763千円（17.3％）

増加し、当事業年度末には1,044,020千円となりました。 

 キャッシュ・フローの分析の詳細につきましては、「第一部 企業情報 第２事業の状況 １業績等の概要（2）

キャッシュ・フロー」をご参照下さい。 

 (キャッシュ・フローの指標) 

（注） １．株主資本比率：株主資本／総資産 

      時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

      債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

      インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により計算しております。 

※営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお 

 ります。 

※有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており 

 ます。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

２．第13期から第14期までの時価ベースの株主資本比率については、当社株式が非上場、非登録であったため 

  記載しておりません。  

(4) 経営戦略の現状と見通し 

 引き続き、新規登録は厳しい状況が続くと思われ、新規登録者の効果的な獲得のためのＷｅｂ登録システムの改善

が急務となっております。このほか、中国事業・エンジニアリング事業・新卒第二派遣事業の新規事業に加え、成長

著しい人材紹介事業に継続投資することにより事業基盤の拡大を目指します。４月には地方チャネル強化のため福岡

支店を開設いたしました。 

 以上から、次期業績予想は、売上高10,963百万円、経常利益448百万円、当期利益255百万円を見込んでおります。

 
第13期 

平成14年３月期 

第14期 

平成15年３月期 

第15期 

平成16年３月期 

第16期 

平成17年３月期 

 第17期 

 平成18年３月期 

株主資本比率（％） 39.5 39.7 50.6 55.0 55.8 

時価ベースの株主資本比率（％） ― ― 565.0 264.6 226.0 

債務償還年数（年） 3.7 0.8 0.7 0.7 0.1 

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍） 
23.1 46.8 50.7 59.0 262.8 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度における設備投資総額は73,078千円であります。その主なものは社内基幹システム環境整備及び新規社内シ

ステム構築及びインフラ再構築等で30,537千円、また事務所敷金及び造作等で、名古屋支店移転に伴うものが12,708千

円、札幌支店開設に伴うものが5,834千円であります。 

 また、当事業年度における重要な設備の除却は、特にありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社は、国内に本社及び支店を６ヶ所有しております。 

 以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数は就業人員であり、契約社員等については年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。

３．事業所は全て賃借しており、その賃借料は108,357千円であります。 

４．帳簿価額のうち「その他」は、敷金及び保証金であります。 

５．上記に記載したものには、以下のリース設備が含まれております。 

６．上記に記載したもののほか、主な賃借設備の内容は下記のとおりであります。 

７．本社は、人材派遣・請負事業部門、人材紹介事業部門及び管理部門で使用しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 重要な設備の新設、除却は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設等 

   該当事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

   該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 
従業員数 
（人） 

建物（千円） 
器具及び備品 
（千円） 

ソフトウェア 
（千円） 

その他 
（千円） 

合計（千円） 

本社 

（東京都渋谷区） 
営業、統括業務施設 22,069 44,773 67,422 72,782 207,047 

65 

( 42) 

器具及び備品 11,708千円

ソフトウェア 52,070千円

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
台数
（台） 

リース期間 
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高
（千円） 

本社 

（東京都渋谷区） 

ネットワーク用サーバー他 10 ５ 4,411 12,858 

人材派遣管理システム用サーバ

ー 
15 ５ 16,547 27,506 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成16年６月25日定時株主総会決議 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 96,000 

計 96,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 27,450 27,450 ジャスダック証券取引所 － 

計 27,450 27,450 － － 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）          （注）１. 900 900 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 900 900 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 345,285 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年11月19日 

至 平成26年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

345,285 

172,643 
同左 

 



（注）１．平成16年６月25日開催の第15期定時株主総会において承認された新株予約権の数は300個ですが、平成16年11

月19日付で１株を３株とする株式分割を行っているため、新株予約権の数は900個に調整されております。 

２．新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）におけるジャスダック証券取引所

における当社普通株式の最終価格（以下最終価格という）の平均に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数

は切り上げる。ただしその価額が新株予約権の発行日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近の

終値）を下回る場合には、新株予約権発行の日の終値とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合には次の式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。  

また、時価を下回る価額での新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う

場合は、次の式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。  

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた

者は、権利行使時において

も、当社の取締役、監査役も

しくは従業員の地位にあるこ

とを要す。ただし、当社の取

締役もしくは監査役を任期満

了により退任した場合、定年

退職その他正当な理由がある

場合にはこの限りではない。

②新株予約権行使日の前日の

ＪＡＳＤＡＱ市場における当

社株式の終値が、1株当たり

の払込金額の１.5倍以上であ

ることを要する。 

③新株予約権の質入その他の

処分は認めない。 

④新株予約権者が死亡した場

合は、相続人がこれを行使で

きるものとする。ただし⑤に

規定する「新株予約権割当契

約」による。 

⑤この他の条件は、当社と新

株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」の定

めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには、

取締役会の決議を必要とす

る。 

同左 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率

    既発行
株式数

＋ 
新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 
調 整 前 
行使価額 

× 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行株式数 



② 平成17年６月28日定時株主総会決議 

 （注） 

また、時価を下回る価額での新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う

場合は、次の式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。  

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個）          （注） 270 270 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 270 270 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 231,578 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月29日 

至 平成22年６月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

231,578 

115,789 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた

者は、権利行使時において

も、当社の取締役、監査役も

しくは従業員の地位にあるこ

とを要す。ただし、当社の取

締役もしくは監査役を任期満

了により退任した場合、定年

退職その他正当な理由がある

場合にはこの限りではない。 

②新株予約権の質入その他の

処分は認めない。 

③新株予約権者が死亡した場

合は、相続人がこれを行使で

きるものとする。ただし④に

規定する「新株予約権割当契

約」による。 

④この他の条件は、当社と新

株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」の定

めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには、

取締役会の決議を必要とす

る。 

同左 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

    既発行
株式数

＋ 
新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 
調 整 前 
払込金額 

× 
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償第三者割当 

発行価格       150,000円 

資本組入額       75,000円 

割当先 パソナテック社員持株会 

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数        1,000株 

発行価格       327,250円 

資本組入額      140,250円 

払込金総額     327,250千円 

３．１株を３株とする株式分割によるものであります。 

(4）【所有者別状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年10月15日 

（注）１ 
150 8,150 11,250 411,250 11,250 11,369 

平成16年３月９日 

（注）２ 
1,000 9,150 140,250 551,500 187,000 198,369 

平成16年11月19日 

（注）３ 
18,300 27,450 ― 551,500 ― 198,369 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
政府及び地 

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 

個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） 1 2 10 26 3 2 2,039 2,083 － 

所有株式数

（株） 
6 475 268 17,001 146 4 9,550 27,450 － 

所有株式数の 

割合（％） 
0.02 1.73 0.98 61.93 0.54 0.01 34.79 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式 
総数に対する所
有株式数の割合
（％） 

 株式会社パソナ  東京都千代田区大手町２丁目１－１ 16,710 60.87 

 日本証券金融株式会社  東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－１０  425 1.55 

 森 本 宏 一  東京都練馬区 400 1.46 

 吉 田 文 夫   静岡県浜松市 282 1.03 

 パソナテック社員持株会  東京都渋谷区道玄坂１丁目１２－１ 259 0.94 

 青 木 周 平   神奈川県茅ヶ崎市 95 0.35 

 加 藤 直 樹  東京都江戸川区 90 0.33 

 吉 永 隆 一  東京都杉並区 90 0.33 

 角 谷 哲 生  東京都練馬区 75 0.27 

 阿 部 彦 三  福島県耶麻郡猪苗代町 75 0.27 

計 － 18,501 67.40 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式  27,450 27,450 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 27,450 －  － 

総株主の議決権 － 27,450 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

― ― － － － － 

計 ― － － － － 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定

に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

①（平成16年６月25日定時株主総会決議） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役及び従業員に対して特に有利な発行条件をもっ

て新株予約権を発行することを特別決議されたものです。 

②（平成17年６月28日定時株主総会決議）  

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、監査役及び従業員に対して特に有利な発行条

件をもって新株予約権を発行することを特別決議されたものです。  

 決議年月日  平成16年６月25日 

 付与対象者の区分及び人数（名）  当社の取締役（５名）及び従業員（85名） 

 新株予約権の目的となる株式の種類  「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

 株式の数（株）  同上 

 新株予約権の行使時の払込金額（円）   同上 

 新株予約権の行使期間  同上 

 新株予約権の行使の条件  同上 

 新株予約権の譲渡に関する事項  同上 

 決議年月日  平成17年６月28日 

 付与対象者の区分及び人数（名）  当社の取締役（５名）及び従業員（29名） 

 新株予約権の目的となる株式の種類  「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

 株式の数（株）  同上 

 新株予約権の行使時の払込金額（円）   同上 

 新株予約権の行使期間  同上 

 新株予約権の行使の条件  同上 

 新株予約権の譲渡に関する事項  同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注）平成18年６月28日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「取締役会の決議により、市場取引等によ

る自己株式の取得を行うことができる」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  平成18年６月28日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円）

自己株式取得に係る決議  － － － 



３【配当政策】 

 当社は、株主への中長期的かつ安定的な利益還元を経営上の重要課題の一つとして位置付けております。当期は経

営環境や事業状況を勘案し、期末株主に対する１株当たり利益配当を、前期900円に対し300円の増配とし1,200円と

なりました。来期につきましては、さらに800円増配し１株当たり利益配当を2,000円とする予定です。今後の配当に

つきましては、安定配当を基本的な考え方とし、配当性向と事業基盤の拡大に備えた内部留保の充実を勘案の上、中

期的な企業価値を高めるよう総合的に判断していく方針です。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本 

 証券業協会の公表のものであります。 

 なお、平成16年３月19日付をもって日本証券業協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価につ 

 いては該当事項はありません。 

２．□印は、株式分割（平成16年11月19日付、１株を３株に分割）による権利落ち後（基準日平成16年９月30

日）の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） － － 1,600,000 
□ 396,000 

   2,680,000 
294,000 

最低（円） － － 996,000 
□ 210,000 

980,000 
180,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 230,000 227,000 294,000 290,000 251,000 251,000 

最低（円） 212,000 217,000 217,000 227,000 180,000 200,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（株） 

取締役社長 代表取締役 森本 宏一 昭和40年７月３日生

平成元年４月 株式会社テンポラリーセンター（旧

株式会社パソナ、現株式会社南部エ

ンタープライズ）入社 

平成元年10月 株式会社ＯＡメイト（現株式会社フ

ジスタッフ）出向 

平成６年５月 旧株式会社パソナ（旧株式会社テン

ポラリーセンター、現株式会社南部

エンタープライズ）Windowsレスキュ

ー事業部設立ジュニアマネージャー 

平成10年２月 同社シニアディレクター 

平成10年３月 当社取締役 

平成10年８月 当社常務取締役 

平成11年10月 旧株式会社パソナ（現株式会社南部

エンタープライズ）退社 

  当社代表取締役社長（現任） 

400 

取締役 

会長 

兼  

ＰＬＭ事業部長 

真瀬 宏司 昭和16年７月18日生

昭和40年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社 

昭和62年１月 同社公共事業統括本部長 

平成３年４月 同社取締役流通・サービス産業営業

統括本部長 

平成９年４月 同社常務取締役東日本支社長 

平成10年６月 日本情報通信株式会社代表取締役副

社長 

平成12年４月 ネットシステム・ドット・コム株式

会社（現株式会社ネットシステム）

代表取締役社長（兼任） 

平成15年６月 同社代表取締役社長 

平成16年４月 

平成16年６月 

平成17年４月 

 平成18年４月

同社顧問 

当社取締役会長 

当社取締役会長兼ＩＴサービス事業

本部長 

当社取締役会長 

兼ＰＬＭ事業部長（現任） 

9 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（株） 

取締役 

事業企画・キャ

リアサポート・

業務・経営企

画・管理 

担当 

吉永 隆一 昭和44年２月19日生

平成３年４月 株式会社テンポラリーセンター（旧

株式会社パソナ、現株式会社南部エ

ンタープライズ）入社 

平成８年６月 旧株式会社パソナ（旧株式会社テン

ポラリーセンター、現株式会社南部

エンタープライズ）Windowsレスキュ

ー事業部ジュニアマネージャー 

平成10年８月 当社Windowsレスキュー事業部出向 

平成11年９月 当社営業本部長 

平成11年10月 旧株式会社パソナ（現株式会社南部

エンタープライズ）退社 

  

平成16年４月 

当社取締役営業本部長 

当社取締役事業推進本部長兼本店営

業部長兼名古屋支店長兼ＩＴサービ

ス事業部長 

平成17年４月 当社取締役営業本部長 

平成18年４月 当社取締役事業企画・キャリアサポ

ート・業務担当  

平成18年６月 当社取締役事業企画・キャリアサポ

ート・業務・経営企画・管理担当

（現任）  

90 

取締役 営業担当 加藤 直樹 昭和43年３月27日生

平成２年４月 株式会社テンポラリーセンター（旧

株式会社パソナ、現株式会社南部エ

ンタープライズ）入社 

平成７年６月 旧株式会社パソナ（旧株式会社テン

ポラリーセンター、現株式会社南部

エンタープライズ）Macレスキュー事

業部ジュニアマネージャー 

平成10年８月 当社Macレスキュー事業部出向 

平成11年９月 当社スタッフィング本部長 

平成11年10月 旧株式会社パソナ（現株式会社南部

エンタープライズ）退社 

 当社取締役スタッフィング本部長 

平成13年４月 当社取締役マーケティング本部長 

平成14年４月 

平成16年４月 

当社取締役ＨＲ本部長 

当社取締役業務本部長兼事業推進副

本部長  

平成17年４月 当社取締役専門事業本部長兼業務本

部長 

平成18年４月 当社取締役営業担当（現任）  

90 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（株） 

取締役  南部 靖之 昭和27年１月５日生

昭和51年２月 株式会社マンパワーセンター（旧株

式会社パソナ、現株式会社南部エン

タープライズ）設立 

 同社専務取締役 

平成３年４月 株式会社テンポラリーセンター（旧

株式会社マンパワーセンター）代表

取締役 

平成４年３月 株式会社パソナ（旧株式会社パソナ

サンライズ）代表取締役 

平成５年12月 当社代表取締役 

平成11年４月 旧株式会社パソナ（旧株式会社テン

ポラリーセンター、現株式会社南部

エンタープライズ）代表取締役社長 

平成11年10月 当社取締役退任 

平成12年６月 株式会社パソナ代表取締役グループ

代表 

平成15年１月 当社取締役（現任） 

平成16年８月 株式会社パソナ代表取締役グループ

代表兼社長（現任）  

－ 

監査役 常勤 藤田 昌弘 昭和19年３月１日生

昭和41年４月 山一證券株式会社入社 

昭和63年３月 同社長崎支店長 

平成２年２月 同社株式総括部長 

平成４年４月 同社高松支店長 

平成５年６月 同社総務部長 

平成９年６月 同社取締役 

平成10年９月 旧株式会社パソナ（旧株式会社テン

ポラリーセンター、現株式会社南部

エンタープライズ）入社 理事 

平成12年11月 株式会社パソナ（旧株式会社パソナ

サンライズ）関係会社統括部長 

平成14年６月 同社関連会社室長 

平成15年６月 同社退社 

 当社常勤監査役（現任） 

－ 

 



（注）１．監査役全員は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。  

    ２．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選任しており 

          ます。 

          補欠監査役の略歴は、次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（株） 

監査役 非常勤 渡辺 謙 昭和21年５月20日生

昭和45年４月 株式会社富士銀行（現株式会社みず

ほコーポレート銀行）入行 

平成４年５月 同行川崎支店長 

平成６年10月 富士証券株式会社（現みずほ証券株

式会社）取締役営業本部長 

平成７年６月 同社常務取締役 

平成８年５月 株式会社富士銀行（現株式会社みず

ほコーポレート銀行）新宿新都心営

業部長兼新宿新都心支店長 

平成11年７月 同行人事部本店審議役 

平成12年６月 株式会社パソナ（旧株式会社パソナ

サンライズ）取締役財務経理本部長 

平成12年８月 同社専務取締役財務経理本部長 

平成14年６月 同社専務取締役法務室長 

平成14年６月 当社監査役（現任） 

平成15年７月 株式会社パソナ専務取締役 

平成16年８月 株式会社パソナ取締役専務執行役員

財部部・経理部・総務部・法務室担

当（現任）  

－ 

監査役 非常勤 鈴木 康之 昭和46年７月14日生

平成14年10月 弁護士登録（第一東京弁護士会） 

堀裕法律事務所(現堀裕総合法律事務

所）入所 

平成16年６月 当社監査役（現任） 

－ 

    計 589 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（千株） 

 川崎 悦道 昭和28年１月８日生 

昭和51年４月 株式会社日本興業銀行（現株式会社みずほコー

ポレート銀行）入行  

平成12年１月 同行本店国際業務部副部長兼海外研修室長  

平成13年６月 IBJ Australia Managing Director  

平成14年４月  株式会社みずほコーポレート銀行シドニー支店

長  

平成16年４月   興銀リース株式会社営業第２部長（出向）   

平成16年８月    株式会社パソナ入社 営業総本部雇用開発新規

プロジェクト担当ゼネラルマネージャー 

平成16年８月     同社取締役執行役員営業総本部雇用開発新規プ

ロジェクト担当  

平成16年９月    同社取締役執行役員営業総本部営業推進・関連

会社室担当  

平成16年12月     同社取締役執行役員関連会社室担当経営企画室

長代行  

平成17年４月      同社取締役執行役員経営企画室長代行  

平成17年８月     同社取締役執行役員経営企画室長  

平成17年９月     同社取締役常務執行役員経営企画室長兼ＩＲ室

担当   

平成18年５月   同社取締役常務執行役員（現任）  

－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、公開企業、パブリックカンパニーとしての社会的責任を自覚するとともに、株主に対する経営責任を果た

すために、関連法規及び社内規則を遵守する企業倫理を確立し、経営の健全性・透明性・効率性を高め、適正な企業

行動をとることを目指しております。 

（２）会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況等 

1）会社の機関 

 当社の取締役会は、取締役５名及び監査役３名で構成され、月１回の定時取締役会の他、必要に応じ機動的に臨時

取締役会を開催し、経営の基本方針・法定専決事項・その他経営に係わる重要事項等に関する討議・決定を行うとと

もに、経営計画の進捗状況の確認、業務執行の状況の監督等を行っております。株主の信任の機会を増やし、事業年

度毎の経営責任の明確化のため取締役任期は１年としております。 

 取締役会に加え、事業活動に関する意思統一と迅速な経営判断を行うために、常勤の取締役及び監査役による常務

会を原則週１回開催しております。 

 当社は監査役制度採用会社です。当社の監査役は３名全員が会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

 監査役１名は弁護士資格を有しており、経営に対する法律面のコントロールが迅速かつ的確に働くようにしており

ます。 

2）会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況 

 社長直轄の経営管理室（室長以下４名体制）は、業務監査等の内部監査、コンプライアンス、個人情報保護及び環

境保護を統括する組織であり、企業のさまざまな側面におけるコーポレートガバナンス充実を目指したものです。ま

た、とりわけ人材サービスの会社にとって必要な個人情報保護及び企業機密保護については。コンプライアンス委員

会を設置し、個人情報保護法及びマニュアルにより役職員全員が適正な対応を取るように継続的に研修等を行い指導

しております。 

3) 内部監査及び監査役監査の状況   

 経営管理室により、定期的に業務執行状況について監査を実施しております。 

 経営管理室は期首において監査計画書を作成し、毎期全部署において内部監査を実施しております。各部署の監査

実施後速やかに内部監査報告書を提出し、状況に応じ部署に対し改善計画書の提出を求め、また改善状況をモニタリ

ングし、改善報告書の提出を求めております。 

 監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため常務会などの重要な会議に出

席するとともに、経営管理室との連携を密にし、内部監査との協同によって業務が適正に遂行されているかどうかを

監査しております。また、主要な稟議書類その他業務執行に関する重要文書を閲覧し、必要に応じて取締役または従

業員にその説明を求めております。監査役は、監査の実施にあたり、必要に応じ弁護士・公認会計士等の外部専門家

との連携を図っております。 



 監査役及び経営管理室は当社の会計監査人による会計監査状況を月次および四半期ごとに適宜把握し、意見交換を

行い、相互連携を深めております。定期的会合としては、期首における監査計画立案、期中および期末における監査

状況報告会があり、必要に応じ適宜行っております。 

 現在、当社には監査役に対する専従スタッフはおりませんが、監査役の必要に応じて、監査役の業務補助のため、

取締役との協議の上監査役スタッフを置くこととしております。 

4) 会計監査の状況 

 当社は会計監査業務を中央青山監査法人に委嘱しております。当期において会計監査業務を執行した公認会計士の

氏名、監査業務に係る補助者の構成は、以下のとおりです。 

 業務を執行した公認会計士の氏名 

  市村清、中嶋康博  

 会計監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士３名、会計士補５名、その他１名  

5) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要 

 取締役南部靖之氏は株式会社パソナの代表取締役グループ代表兼社長、監査役渡辺謙氏は株式会社パソナの取締役

専務執行役員であります。株式会社パソナは，平成18年３月31日現在当社議決権の60.87％を所有する親会社であり

ます。当社は、同社より請負外注、派遣スタッフの受入、事務所の賃借等を受けており、当社は同社に対しては、エ

ンジニアの派遣を行っております。詳細については「第一部企業情報 第５経理の状況 財務諸表等 関連当事者と

の取引」をご参照下さい。 

 社外監査役と当社との間に取引関係はありません。   

6) リスク管理体制の整備の状況   

 人材関連企業として個人情報の保護を重要な経営課題として位置づけており、「個人情報保護方針」を制定・公開

し、コンプライアンス管理責任者・コンプライアンス監査責任者をおき、遵守状況のモニタリング・改善指導及び定

期的な社員教育の実施等を行っております。  

 とりわけ、当社事業がＩＴエンジニアにかかわる人材サービスであり、当社の派遣労働者が顧客企業の「企業機

密」及び「個人情報」に触れることが多いと認識しております。その観点から、派遣労働者に情報セキュリティの意

識を高めてもらうことを目的として情報セキュリティe-ラーニングシステムを独自に開発し、研修を義務付けており

ます。 

（３） 役員報酬の内容 

   当社の役員報酬は、以下のとおりであります。 

①取締役の年間報酬総額                    81,830千円（うち社外取締役  －千円） 

②監査役の年間報酬総額                     6,600千円（うち社外監査役6,600千円） 

（４） 監査報酬の内容  

   ①当社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額         11,000千円 

 ②上記①の合計額のうち、公認会計士法第２条第１項       11,000千円 

  の業務（監査証明業務）の対価として当社が会計監査 

  人に支払う報酬等の合計額 

 ③上記②の合計額のうち、当社が会計監査人に支払うべ      11,000千円 

  き会計監査人としての報酬等の額 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律に基づく 

   監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの 

   で、③の報酬等の額にはこれらの合計金額を記載しております。 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

  当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号） 附則第２項のただ

し書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。  

２．監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

の財務諸表については監査法人トーマツにより監査を受け、また、当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで）の財務諸表については中央青山監査法人の監査を受けております。 

  なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

    前事業年度   監査法人トーマツ 

    当事業年度   中央青山監査法人 

３．連結財務諸表について 

  連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は連結子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない

程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準        0.20％ 

売上高基準       －％ 

利益基準        －％  

利益剰余金基準      －％ 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金    890,256    1,044,020  

２．売掛金    1,195,807    1,284,808  

３．仕掛品    38,294    ―  

４．貯蔵品    9,176    12,786  

５．前払費用    23,171    25,440  

６．繰延税金資産    32,991    42,051  

７．その他    4,897    22,701  

貸倒引当金    △1,816    △2,462  

流動資産合計    2,192,777 86.6   2,429,346 85.9 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  50,258    64,292    

減価償却累計額  △6,562 43,696  △14,162 50,130  

２．器具及び備品  63,346    88,093    

減価償却累計額  △24,556 38,789  △34,580 53,513  

有形固定資産合計    82,486 3.3   103,643 3.6 

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア    112,673    67,422  

２．その他    713    713  

無形固定資産合計    113,386 4.5   68,135 2.4 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券    2,000    48,500  

２．子会社出資金    ―    5,276  

３．長期貸付金    1,500    ―  

４．破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

   442    634  

５．長期前払費用    208    ―  

６．前払年金費用    3,679    20,560  

７．繰延税金資産    21,756    26,371  

８．敷金及び保証金    103,864    113,371  

９．その他    9,801    14,275  

貸倒引当金    △238    △634  

投資その他の資産合計    143,014 5.6   228,355 8.1 

固定資産合計    338,887 13.4   400,134 14.1 

資産合計    2,531,664 100.0   2,829,481 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金 ※１    128,705    51,254  

２．未払派遣人件費    505,849    592,035  

３．一年内支払予定長期リ
ース債務 

   64,161    32,240  

４．未払金 ※１    73,294    73,277  

５．未払費用 ※１    68,979    94,977  

６．未払法人税等    56,985    134,209  

７．未払消費税等    78,698    116,434  

８．前受金    2,520    1,190  

９．預り金    22,362    29,246  

10．賞与引当金    48,875    53,853  

流動負債合計    1,050,432 41.5   1,178,719 41.7 

Ⅱ 固定負債        

１．長期リース債務    32,240    ―  

２．役員退職慰労引当金    56,607    71,313  

固定負債合計    88,847 3.5   71,313 2.5 

負債合計    1,139,279 45.0   1,250,033 44.2 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２   551,500 21.8   551,500 19.5 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  198,369    198,369    

資本剰余金合計    198,369 7.8   198,369 7.0 

Ⅲ 利益剰余金        

１．当期未処分利益  642,515    829,578    

利益剰余金合計    642,515 25.4   829,578 29.3 

資本合計    1,392,385 55.0   1,579,447 55.8 

負債・資本合計    2,531,664 100.0   2,829,481 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    8,647,590 100.0   9,712,508 100.0 

Ⅱ 売上原価    6,621,601 76.6   7,452,367 76.7 

売上総利益    2,025,988 23.4   2,260,140 23.3 

 Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１．募集費  259,250    239,482    

２．役員報酬  76,818    83,430    

３．従業員給与及び賞与  402,401    474,477    

４．福利厚生費  89,991    111,123    

５．賞与引当金繰入額  48,875    53,853    

６．退職給付費用  5,791    ―    

７．役員退職慰労引当金繰
入額 

 22,914    14,706    

８．その他の人件費  228,819    269,301    

９．賃借料  167,198    204,941    

10．減価償却費  75,432    77,783    

11. 貸倒引当金繰入額   ―    1,041    

12．その他   303,950 1,681,446 19.4 334,583 1,864,725 19.2 

営業利益    344,542 4.0   395,414 4.1 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息  38    45    

２．印税収入  64    ―    

３．保険金収入  61    55    

４．講師料  114    ―    

５．その他  217 495 0.0 142 243 0.0 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息  2,426    1,365    

２．その他  4 2,430 0.0 135 1,501 0.0 

経常利益    342,607 4.0   394,156 4.1 
 



売上原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益              

１．貸倒引当金戻入益  980    ―    

２. 退職給付年金戻入益  ― 980 0.0 1,716 1,716 0.0

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損 ※２  3,567    3,294    

２．本社移転費用 ※３  54,792    ―    

３．リース解約損   2,029    ―    

４．投資有価証券評価損   ― 60,389 0.7 1,999 5,294 0.1 

  税引前当期純利益     283,198 3.3   390,578 4.0 

法人税、住民税及び事
業税 

 123,882    187,486    

法人税等調整額  △2,990 120,892 1.4 △13,675 173,810 1.8 

当期純利益    162,305 1.9   216,767 2.2 

前期繰越利益    480,209     612,810   

当期未処分利益    642,515     829,578   

        

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費            

１．派遣人件費   5,265,643    6,035,838    

２．法定福利費  546,592 5,812,235 87.8 639,599 6,675,438 89.6 

Ⅱ 経費              

１．業務委託費  775,823    713,823    

２．その他  33,542 809,366 12.2 63,106 776,929 10.4 

   計    6,621,601 100.0   7,452,367 100.0 

        



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  283,198 390,578 

減価償却費  75,432 77,783 

貸倒引当金の増加額または減少額(△)  △980 1,041 

賞与引当金の増加額  4,980 4,977 

退職給付引当金の減少額  △4,016 ― 

前払年金費用の増加額   △3,679 △16,881 

役員退職慰労引当金の増加額  22,834 14,706 

受取利息及び受取配当金  △38 △101 

支払利息  2,426 1,365 

投資有価証券評価損   ― 1,999 

固定資産除却損  34,394 3,294 

売上債権の増加額  △91,022 △89,001 

たな卸資産減少額または増加額（△）  △45,582 34,683 

前払費用の増加額  △6,471 △2,253 

その他の流動資産の減少額または増加額
（△） 

 3,553 △15,574 

破産債権、再生債権、更生債権その他こ
れらに準ずる債権の減少額または増加額
（△） 

 360 △191 

仕入債務の増加額または減少額（△）  54,182 △77,450 

未払派遣人件費の増加額  7,298 86,186 

未払金の減少額  △7,578 △9,195 

未払費用の増加額  7,066 25,998 

未払消費税等の増加額または減少額
（△） 

 △17,557 37,736 

前受金の増加額または減少額（△）  1,243 △1,329 

その他の流動負債の増加額  2,626 9,536 

その他   7,823 172 

役員賞与の支払額  ― △5,000 

小計  330,493 473,083 

利息及び配当金の受取額  38 101 

利息の支払額  △2,426 △1,365 

法人税等の支払額  △184,846 △112,915 

営業活動によるキャッシュ・フロー  143,258 358,903 
 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券取得による支出  △2,000 △48,500 

子会社への出資による支出   ― △5,276 

有形固定資産の取得による支出  △74,914 △34,062 

有形固定資産の売却による収入  4,990 ― 

無形固定資産の取得による支出   ― △13,953 

貸付けによる支出  △1,450 △1,430 

貸付金の回収による収入  1,755 700 

敷金及び保証金差入れによる支出  △9,555 △16,094 

敷金及び保証金の返還による収入  79,708 6,587 

その他の投資活動による支出  △4,840 △4,454 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △6,306 △116,483 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額  ― △24,495 

ファイナンス・リース債務の返済による
支出 

 △85,546 △64,161 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △85,546 △88,656 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  51,405 153,763 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  838,851 890,256 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  890,256 1,044,020 



④【利益処分計算書】 

  
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月28日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     642,515   829,578 

Ⅱ 利益処分額           

１．配当金   24,705   32,940   

２．役員賞与金   5,000   5,000   

  （うち監査役賞与金）   (      ―) 29,705 (      ―) 37,940 

Ⅲ 次期繰越利益     612,810   791,638 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

 その他有価証券 

  時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

 時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）仕掛品 

個別法による原価法 

― 

  

 (2）貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

(2)貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

主な耐用年数 

 建物     ８～15年 

 器具及び備品 ３～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

 (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアは、社内利

用可能見込期間（５年）による定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

将来の賞与支給見込額のうち、当期負

担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における自己都合要支給額から適

格退職年金制度における年金資産を控

除した金額を計上しております。 

 なお、当期末においては、年金資産

が自己都合要支給額を上回ったため、

前払年金費用を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込み額に基づき、当期末におい

て発生していると認められる額を計上

しております。 

 なお、当期末においては、年金資産

が退職給付債務額をを上回ったため、

前払年金費用を計上しております。 

（会計方針の変更）  

① 退職給付に係る会計処理は、前期に

おいて退職給付債務の計算方法を簡便

法によっておりましたが、当期より原

則法により計算する方法へ変更してお

ります。 

 この変更は、退職給付債務を原則法

で計算することにより、退職給付債務

算定の精度を高め、退職給付費用の期

間帰属をより適正に処理するとともに

財務内容の一層の健全化を図るための

ものです。 この変更に伴って発生する

原則法移行時差異の費用3,737千円は当

期において一括処理しております。 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

      この結果、従来と同一基準によった

場合に比べ、税引前当期純利益は3,737

千円減少しております。 

 なお、この変更は、当期の従業員の

増加により原則法による退職給付債務

の計算が精緻にできるようになったこ

とに伴い当期末に行ったため、当中間

期は前期末と同一方法によっておりま

す。従って、当中間期は変更後の方法

によった場合に比べ、税引前当期純利

益は3,532千円多く計上されておりま

す。 

② 当事業年度より「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正」（企業会計基

準第３号 平成17年３月16日）及び

「「退職給付に係る会計基準」の一部

改正に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第７号 平成17年３月16

日）を適用しております。これにより

税引前当期純利益は1,716千円増加して

おります。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退任慰労金内規に基づく、期

末要支給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 また、リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるファイナンス・リー

ス取引については、通常の売買処理に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

   



会計処理方法の変更 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響はありま

せん。 

前事業年度 
（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成18年３月31日現在） 

※１．関係会社に対する債務は、次のとおりでありま 

  す。 

買掛金 10,948千円 

未払金  12,699千円 

未払費用 2,081千円 

計 25,729千円 

※１．          ― 

※２．会社が発行する株式の総数 普通株式 96,000株

発行済株式総数 普通株式 27,450株

※２．会社が発行する株式の総数 普通株式 96,000株

発行済株式総数 普通株式 27,450株

３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行１行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は、次

のとおりであります。 

３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行１行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は、次

のとおりであります。 

当座貸越契約の総額 100,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 100,000千円 

当座貸越契約の総額 100,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 100,000千円 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．研究開発費の総額  

一般管理費及び当期製造費用に含まれる 

研究開発費             4,600千円  

１．           ― 

  

※２．固定資産除却損 

固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。   

 

 建物 654千円 

 器具及び備品 332千円 

  原状回復費用 2,580千円 

計 3,567千円 

※２．固定資産除却損 

固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。   

 

 建物 2,682千円 

 器具及び備品 612千円 

計 3,294千円 

※３．本社移転費用 ※３．          ― 

本社移転費用の内訳は、次のとおりであります。   

固定資産除却損  

 建物 28,724千円 

 器具及び備品 4,683千円 

 原状回復費用 18,500千円 

リース解約損  2,884千円 

計 54,792千円 

 

  



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度  
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と現金及び預金勘定

は一致しております。 

 １.          同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具及び備品 107,688 47,353 60,335 

合計 107,688 47,353 60,335 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具及び備品 102,557 63,332 39,225 

合計 102,557 63,332 39,225 

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 21,269千円 

１年超 40,449千円 

合計 61,719千円 

１年内 16,386千円 

１年超 24,063千円 

合計 40,449千円 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 24,090千円 

減価償却費相当額 22,457千円 

支払利息相当額 1,814千円 

支払リース料 22,619千円 

減価償却費相当額 21,110千円 

支払利息相当額 1,349千円 

（４）減価償却費相当額の算定方法 （４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

（５）利息相当額の算定方法 （５）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 83,318千円 

１年超 66,968千円 

合計 150,286千円 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

１年内 66,968千円 

１年超 －千円 

合計 66,968千円 



（有価証券関係） 

時価評価されていない主な有価証券の内容  

（デリバティブ取引関係） 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 退職給付債務の算定にあたり、当期末より簡便法から原則法に変更しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項  

  
前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

(1) その他有価証券     

非上場株式 2,000 48,500 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度  
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、

該当事項はありません。 

 同左 

 
前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

(1）退職給付債務（千円） △43,295 △52,560 

(2）年金資産（千円） 46,974 73,120 

(3）前払年金費用   (1)＋(2)（千円） 3,679 20,560 

(4）退職給付引当金  (1)＋(2)－(3)（千円） ― ― 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）勤務費用（千円） 5,404 △5,453 

(2）原則法移行時差異の費用処理額（千円） ― 3,737 

(3）受入出向者分（千円） 387 ― 

(4）退職給付費用  (1)＋(2)＋(3)（千円） 5,791 △1,716 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）退職給付見込み額の期間配分方法 ― 期間定額基準法 

(2）割引率 ― 2.0％ 

(3）期待運用収益率 ― 2.0％ 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

繰延税金資産   

未払事業税 4,658千円 

未払事業所税 6,162千円 

賞与引当金 19,887千円 

役員退職慰労引当金 23,033千円 

未払社会保険料  2,282千円 

その他 219千円 

繰延税金資産合計 56,244千円 

繰延税金負債   

前払年金費用 △1,497千円 

繰延税金負債合計 △1,497千円 

繰延税金資産の純額 54,747千円 

繰延税金資産   

未払事業税 11,492千円 

未払事業所税 7,221千円 

賞与引当金 21,912千円 

役員退職慰労引当金 29,017千円 

未払社会保険料  2,501千円 

減価償却超過額 4,579千円 

その他 63千円 

繰延税金資産合計 76,789千円 

繰延税金負債   

前払年金費用 △8,365千円 

繰延税金負債合計 △8,365千円 

繰延税金資産の純額 68,423千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率 

 との間の差異が、法定実効税率の100分の５以下であるた

 め、記載を省略しております。 

法定実効税率 40.69％ 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入 

できない事項 

2.08％ 

住民税均等割等 0.55％ 

税額控除  △0.85％ 

法人税、住民税及び事業税 

追徴税額 

2.25％ 

  

その他 △0.22％ 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
44.50％ 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注１）人材派遣価格その他の取引条件は、当社と関連を有さない第三者との取引における一般的取引条件と同様に決

定しております。 

 （注２）親会社における第三者からの賃借料を使用面積にて按分して、決定しております。 

 （注３）固定資産の譲渡対価は、譲渡日現在の帳簿価額を参考に決定しております。 

 （注４）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注１）人材派遣価格その他の取引条件は、当社と関連を有さない第三者との取引における一般的取引条件と同様に決

定しております。 

 （注２）親会社における第三者からの賃借料を使用面積にて按分して、決定しております。 

 （注３）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 
（千円） 

事業の内
容 

議決権の
被所有割
合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
株式会社

パソナ 

東京都 

千代田区 
8,276,245 

人材派

遣・請

負、人材

紹介事業 

直接 

60.87％ 

兼任 

３名 

エンジ

ニアの

派遣 

エンジニアの

派遣 

（注１） 

18,494 売掛金 1,689 

請負外注 

（注１） 
21,821 買掛金 10,948 

出向者人件費

の負担 
13,070 

敷金 

未払金 

9,556 

12,699 

派遣スタッフ

の受入 

（注１） 

26,231 
未払費用 

 その他 

2,081 

410 

事務所の賃借 

（注２） 
3,132   

社員採用コン

サルティング

手数料 

（注１） 

502   

社内事務委託 4,882   

固定資産の 

譲渡（注３） 
4,990   

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 
（千円） 

事業の内
容 

議決権の
被所有割
合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
株式会社

パソナ 

東京都 

千代田区 
8,318,102 

人材派

遣・請

負、人材

紹介事業 

直接 

60.87％ 

兼任 

２名 

エンジ

ニアの

派遣 

エンジニアの

派遣 

（注１） 

48,958 売掛金 8,542 

請負外注 

（注１） 
113,807 買掛金 4,955 

派遣スタッフ

の受入 

（注１） 

31,521 
敷金 

未払金 

14,405 

3,364 

事務所の賃借 

（注２）  
24,673 

未払費用 

 その他 

764 

326 

社員採用コン

サルティング

手数料 

（注１） 

927   

社内事務委託 4,463   



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

となります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 50,542円26銭

１株当たり当期純利益金額 5,730円63銭

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 平成16年11月19日付をもって普通株式１株につき３

株に分割を行っております。当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の前事業年度における１株当

たりの情報は、以下のとおりとなります。  

１株当たり純資産額 44,811円63銭

１株当たり当期純利益金額 7,471円85銭

１株当たり純資産額 57,356円93銭

１株当たり当期純利益金額 7,714円67銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 

7,714円11銭

 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益（千円） 162,305 216,767 

 普通株主に帰属しない金額（千円） 5,000 5,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (5,000) (5,000) 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 157,305 211,767 

 期中平均株式数（株） 27,450 27,450 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額（千円） ― － 

 普通株式増加数（株） ― 2 

（うち新株予約権） （－） (2) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権１種類  

（新株予約権の数 900個） 

新株予約権の概要については、

「第４提出会社の状況 １株式等

の状況 (２)新株予約権等の状

況」に記載のとおりです。  

同左 

  



（重要な後発事象） 

前事業年度 

        （自平成16年４月１日 

         至平成17年３月31日） 

当事業年度 

        （自平成17年４月１日 

         至平成18年３月31日） 

１．ストックオプションの付与  

 平成17年５月13日開催の取締役会において旧商法第280

条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、取締役、

監査役及び従業員にストックオプションとして新株予約

権（合計270個）を付与する決議をいたしました。 

 詳細については、「第一部企業情報 第４提出会社の

状況 １．株式等の状況 (2)新株予約権等の状況及び

(7)ストックオプション制度の内容」をご参照下さい。 

 １．合弁会社の設立の件 

 平成18年４月28日開催の取締役会において合弁会社の

設立を決議し、以下のとおり設立いたしました。 

 (1)商 号  株式会社シーフォー＆パソナテック  

         マネージメントサービス 

 (2)資本金  100百万円  

 (3)出資比率 当社40％  

       株式会社シーフォーテクノロジー60％ 

 (4)設立目的 

  ユーザーに対し情報セキュリティ・コンサルティン 

    グを、ワンストップにてトータル・マネジメント・  

    サービス提供 

 (5)事業内容 

  ①内部統制・コンプライアンス強化、ＩＴ戦略に関 

   するコンサルティング事業 

  ②情報セキュリティ関連コンサルティング事業 

  ③システムインテグレーション事業 

 (6)設立日  平成18年５月29日  



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期増加額・減少額のうち主なものは次のとおりであります。  

【社債明細表】 

該当事項はありません。  

【借入金等明細表】 

 （注） 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均率を記載しております。 

     銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証 

券 

その他有

価証券 

株式会社ビットアイル  97 48,500 

その他（１銘柄）  40 0 

小計 137 48,500 

計 137 48,500 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 

（千円） 

有形固定資産        

建物 50,258 17,240 3,207 64,292 14,162 7,954 50,130 

器具及び備品 63,346 25,790 1,042 88,093 34,580 10,539 53,513 

有形固定資産計 113,605 43,031 4,250 152,386 48,742 18,494 103,643 

無形固定資産        

ソフトウェア 292,582 13,953 - 306,535 239,113 59,204 67,422 

その他 713 - - 713 - - 713 

無形固定資産計 293,295 13,953 - 307,248 239,113 59,204 68,135 

長期前払費用 385 - 385 - - 192 - 

繰延資産  - - - - - - - 

建物 増加額（千円） 
名古屋支店移転、札幌支店開設及び福岡支店開設

準備にかかる造作 
15,039

  減少額（千円）   名古屋支店移転にかかる造作  3,087

 器具及び備品 増加額（千円） サーバーほか業務用コンピュータ取得 20,359 

  減少額（千円）   名古屋支店移転にかかる造作   754 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

その他の有利子負債          

 一年内支払予定長期リース債務 64,161 32,240 1.767 － 

 長期リース債務 32,240 - - － 

合計 96,401 32,240 － － 



【資本金等明細表】 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額「その他」は洗替計算による減少額17千円及び個別引当額の回収による減少額90千円

によるものであります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 551,500 - - 551,500 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (27,450) (   -) (   -) (27,450) 

普通株式 （千円） 551,500 - - 551,500 

計 （株） (27,450) (   -) (   -) (27,450) 

計 （千円） 551,500 - - 551,500 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （千円） 198,369 - - 198,369 

計 （千円） 198,369 - - 198,369 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） - - - - 

（任意積立金）      

別途積立金 （千円） - - - - 

計 （千円） - - - - 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 2,055 1,148 - 107 3,096 

賞与引当金 48,875 53,853 48,875 - 53,853 

役員退職慰労引当金 56,607 14,706 - - 71,313 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ハ．貯蔵品 

区分 金額（千円） 

現金 98 

預金  

普通預金 843,625 

定期預金 200,000 

別段預金 297 

計 1,044,020 

合計 1,044,020 

相手先 金額（千円） 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱ 90,730 

㈱富士通パーソナルズ 53,168 

日本ヒューレット・パッカード㈱ 47,155 

松下電器産業㈱ 37,928 

トランスコスモス㈱ 26,909 

 その他 1,028,916 

合計 1,284,808 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,195,807 10,190,960 10,101,959 1,284,808 88.7 44.4 

区分 金額（千円） 

印刷物 11,534 

印紙、切手 435 

その他 816 

合計 12,786 



ニ．買掛金 

相手先別内訳 

ホ．未払派遣人件費 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱パソナ    4,955 

㈱スカイアークシステム      4,445 

ソフトウェアプロセスエンジニアリング㈲ 3,868 

㈱つうけんアドバンシステム 2,518 

ジーエーシジャパン㈲      2,040 

 その他 33,426 

合計 51,254 

区分 金額（千円） 

派遣スタッフ給与 592,035 

合計 592,035 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．当社は端株制度の適用を受けていますが、現在端株は生じておりませんので、端株原簿は作成しておりま

せん。 

２．端株主は、利益配当を受ける権利を有しております。 

３．端株主の利益配当金に関する基準日は上記のとおりであります。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券 10株券 １株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

平成18年６月28日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会

社に公告方法は次のとおりとなりました。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得な

い事由によって電子公告による公告ができない場合は、日本経済新聞に

掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等株式会社パソナは、継続開示会社であり、東京証券取引所及び大阪証券取引所に上場しておりま

す。  

２【その他の参考情報】 

   当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類  

 事業年度（第16期）（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）平成16年６月28日関東財務局長に提出。 

 (2) 半期報告書 

 （第17期中）（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）平成17年12月16日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

   平成１７年６月２８日

株式会社パソナテック    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 堤   佳 史  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  中 川 幸 三  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社パソナテックの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。  

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

パソナテックの平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する 

   形で別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

株 式 会 社 パ ソ ナ テ ッ ク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社パソナテッ

クの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャ

ッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社パソナテッ

クの平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村   清 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 嶋 康 博 
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